
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

一般管理費 ○ S35 51 9 ○ 6,671 0 5,382 1,289 ○ ○ ○ ○ △ 90

敦賀港湾事務所費 元気な県土 ○ S52 34 6 ○ 119,210 0 94,476 24,734 ○ ○ ○ 0

福井港湾事務所費 元気な県土 ○ S53 33 5 ○ 49,177 0 32,978 16,199 ○ ○ ○ 0

福井空港管理費 元気な県土 ○ S61 25 8 ○ 874,749 9,621 1,849 863,279 ○  ○ ○ ○ ○ △ 9,000

4 4 0 0 4 0 1,049,807 9,621 134,685 905,501 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3 1 1 0 2 0 4 0 0 0 1 0 1 0 △ 9,090

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）港湾空港課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
２２年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 管理 Ｇ

9 □ ■ S35 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 51 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

10,364 10,108 9,996 14,088

10,369 10,118 12,262 7,114

9,736 9,441 11,774 5,455

19,216 19,659 17,469 16,014

63 41 54 15

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

結果分類

一般管理費

［事業内容］

指標

[事業目的]

港湾の利用促進を図るため、港湾の適正な運営を行う。

・港湾管理運営費
　　物揚場使用料徴収業務手数料　ＮＡＣＣＳ（港湾サブシステム）使用料　港湾施設保安対策運営費
・港湾事業推進団体への負担金
　　敦賀港整備促進期成同盟会　福井港振興協会　日本港湾協会　港湾海岸防災協議会　港湾荷役機械システム協会　日本海にぎわい交流海道ネットワーク　敦賀港新ターミナル完成記念事業実行委員会

[予算額および指標の推移等]

２２年度

Ⅳ

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

■整理統合

〕　　　＝　　　〔

補 助 金

そ の 他

Ⅳ

□

△ 5.7%

拡　　充

継　　続

千　円

完　　了

特　記　事　項

廃　　止

□

終期の見直し

そ の 他

負担金　90千円廃止
（内訳）
　港湾荷役機械システム協会 60千円
　日本海にぎわい交流海道ネットワーク 30千円

 〕　／　整備目標

見　直　し　額 △ 90

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

△ 25.1%

平成22年度は、敦賀港鞠山南多目的国際ターミナル完成記念イベント開催事業へ
の負担金を支出した。

■ 休　　止

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

会計区分 特別会計
企業会計

その他

土木 港湾空港

6.8%

△ 7.4%

△ 10.7%

平均伸び率

12,673

6,671

の推移 取扱貨物量総計（千t）成果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

港湾の管理運営および港湾行政の推進に効果的である。

港湾荷役機械システム協会と日本海にぎわい交流海道ネットワークへの負担金については平成23
年度から廃止する。
その他事業は、港湾の管理、港湾行政の推進に必要な事業であり、今後も継続する。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

5,382

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

6,671

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

事業効果

区　　　　　　分

1,289

日本港湾協会と港湾海岸防災協議会の負担金について、平成18年度から見直
しを行い縮減した。
日本港湾振興団体連合会通常総会補助金について平成21年度に廃止した。

指標 内浦港外航船入港隻数

計 画 の 達 成 状 況

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 管理 Ｇ

6 □ ■ S52 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ‐ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 34 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

75,324 77,051 78,306 78,054

77,607 80,035 89,847 76,981

76,756 79,185 76,513 75,396

17,094 17,559 15,420 14,455

263 251 230 264

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 港湾空港

事 業
区 分

国　庫 実行予算

高速交通時代のにぎわい交流まちづくり その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な県土 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 敦賀港湾事務所費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

敦賀港の適正な管理運営を行い、港湾の機能を確保する。

［事業内容］

・敦賀港湾事務所運営費
　　庁舎維持管理費
・敦賀港港湾施設運営費
　　物揚場使用料徴収委託手数料　公衆便所維持管理委託料　港湾施設清掃委託料等
・小型船舶係留場浚渫工事
・港湾施設保安対策運営費
・金ヶ崎臨港トンネル設備オーバーホール
・新　多目的国際ターミナル管理運営費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 105,387 9.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 119,210 14.0%

決 算 額 の 推 移 △ 0.6%

活動

事業効果 指標

の推移 成果 敦賀港取扱貨物量（千t） △ 5.2% Ⅳ

指標 敦賀港外航船入港隻数 0.6% Ⅱ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 119,210 井の口川小型船舶係留場施設賠償保険料について、平成21年度から保険内容
の見直しを行い縮減した。

平成22年10月に敦賀港鞠山南地区多目的国際ターミナルの本格供用開始。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源 94,476

一　般　財　源 24,734

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
敦賀港の港湾施設を適正に管理運営できており、効果的である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

港湾施設を管理運営していくために必要な事業であり、今後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 管理 Ｇ

5 □ ■ S53 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ‐ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 33 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

55,459 62,400 56,103 53,931

59,376 63,041 57,853 55,873

58,931 62,022 57,803 52,233

1,953 1,986 1,936 1,536

192 208 204 112

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 港湾空港

事 業
区 分

国　庫 実行予算

高速交通時代のにぎわい交流まちづくり その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な県土 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井港湾事務所費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

福井港の適正な管理運営を行い、港湾の機能を確保する。

［事業内容］

・福井港湾事務所運営費
　　庁舎維持管理費
・福井港港湾施設運営費
　　物揚場使用料徴収委託手数料　港湾施設清掃委託料
・防災船業務委託料
・港湾施設保安対策運営費
・護岸管理道路補修費

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 49,171 △ 2.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 49,177 △ 4.4%

決 算 額 の 推 移 △ 3.7%

活動

事業効果 指標

の推移 成果 福井港取扱貨物量（千t） △ 7.2% Ⅳ

指標 福井港外航船入港隻数 △ 12.9% Ⅳ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 49,177 港湾管理作業船借上料について、毎年業務計画の見直しを行い経費縮減している。
EF護岸管理道路補修について、毎年陥没実績等を勘案し経費縮減している。
不法係留船行政代執行経費について、平成21年度から廃止した。

財源内訳

国　　　　　庫 0

その他特定財源 32,978

一　般　財　源 16,199

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
福井港の港湾施設を適正に管理運営できており、効果的である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

港湾施設を管理運営していくために必要な事業であり、今後も継続する。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 管理 Ｇ

8 □ ■ S61 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ‐ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 25 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

32,697 35,355 35,408 34,761

32,791 35,429 39,654 35,486

32,609 35,185 34,336 31,735

2,947 3,235 3,612 3,300

3,902 4,046 4,397 4,485

8,000 8,000 8,500 11,600

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 港湾空港

事 業
区 分

国　庫 実行予算

高速交通時代のにぎわい交流まちづくり その他 そ の 他

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

元気な県土 県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 福井空港管理費 含まれる事業数

法定受託事務

[事業目的]

福井空港の適正な管理運営を行い、空港の機能を確保する。
広く一般県民に対し、空港に対する理解を深めるために、空港の広報啓発を行う。

［事業内容］

・福井空港事務所の管理運営　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・福井空港ヘリ訓練スポット修繕
・非常勤嘱託人件費（電気施設管理）
・庁舎管理負担金
・福井空港気象観測受託業務
・福井空港関連用地取得
・空港振興事業
・福井空港振興協議会負担金
・スカイ・レジャー・ジャパン実行委員会負担金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 868,737 601.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 874,749 593.6%

決 算 額 の 推 移 △ 0.7%

活動 着陸料収納額（千円） 4.3% Ⅱ

事業効果 指標

の推移 成果 着陸回数（回） 4.8% Ⅱ

指標 イベント参加人数 33,000 14.2% Ⅰ

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 874,749 平成18年度から、空港ビルから賃借するスペースの見直しを行った。
平成18年度から、全国空港建設整備促進協議会負担金について、空港拡張計画の取り止
めに伴い脱会した。
スカイフェスについて、平成19年度および平成21年度に体験飛行経費を見直し、その他イ
ベント内容の充実を図るとともに、全体として経費を縮減した。
空港施設管理費について、平成22年度から除草剤散布委託料等の見直しを行い、縮減し
た。

平成15年6月の拡張計画の取り止めにより、今後は福井空港の利活用を進める。
平成19年3月から、福井空港管区の気象観測業務について、気象庁から業務を受託
している。
平成22年度は、スカイ・レジャー・ジャパン '10 in 福井 が開催された。財源内訳

国　　　　　庫 9,621

その他特定財源 1,849

一　般　財　源 863,279

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
空港の利活用推進のため、利用者サービスを含めた利便性の向上に努めている。
空港振興協議会を通じ、地元と一体になった空港利活用の取組みを進めており、空港の振興に寄
与している。 ■ 継　　続 □ 休　　止 ■ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

空港拡張整備計画の取り止めに伴う事業の見直しを受け、適切な執行に努める。
福井空港利活用推進計画に基づき、現空港の整備、振興に取り組む。
単年度事業であるスカイ・レジャー・ジャパン'10in福井は22年度で完了した。 見　直　し　額 △ 9,000 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

－４－



別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

敦賀港港湾施設整備事業（鞠山南ふ頭用地造成事業） 元気な県土 ○ H10 13 1 ○ 320,000 0 320,000 0 ○ ○ 0

1 1 0 0 1 0 320,000 0 320,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

港湾整備事業特会

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）港湾空港課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
２２年度
予算額

 財源内訳

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新元気宣言
における位置付け



別紙１

□
■ （ 港湾整備事業 ）
□ （ ）

課(室) 管理 Ｇ

1 □ ■ H10 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ 23 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 13 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

2,413,500 3,685,500 1,815,000 1,951,000

2,318,180 3,512,614 1,702,349 1,846,671

2,398,180 3,362,614 1,712,349 1,816,500

65 79 90 97

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 年度整備水準〔　　 年度　〔 0.98 〕

結果分類

敦賀港港湾施設整備事業（鞠山南ふ頭用地造成事業）

［事業内容］

指標

[事業目的]

港湾整備事業による岸壁等の基本施設の整備に応じて、港湾の機能を効率的に発揮させるために必要なふ頭用地、荷役機械等の整備を図る。

・敦賀港　鞠山南地区
　金ヶ崎防波堤沖を埋め立て、多目的国際ターミナルの整備を実施する。
　　護岸　　１，１１２ｍ
　　ふ頭用地　　　１８ｈａ

[予算額および指標の推移等]

２２年度

Ⅰ

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な県土

高速交通時代のにぎわい交流まちづくり

国　庫

県　単

□整理統合

23 〕　　　＝　　　〔

補 助 金

そ の 他

□

13.7%

拡　　充

継　　続

千　円

完　　了

23,305,000

特　記　事　項

廃　　止

□

終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

見　直　し　額

22,739,500

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□
評価に基

づく今後

の 対 応

□ □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

敦賀港多目的国際ターミナルの整備は、国・県および大阪ガス㈱が一体となって整
備中である（大阪ガス㈱からの受託事業は平成19年度で完了）。
このため、本プロジェクトを円滑に進めるためには、整備スケジュールに基づき事業
の進捗を図ることが必要である。

■ 休　　止

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

会計区分 特別会計
企業会計

その他

土木 港湾空港

△18.4%

△18.6%

△0.9%

平均伸び率

334,000

320,000

の推移 進捗率（％）成果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

多目的国際ターミナルの整備により、敦賀港が環日本海交流の拠点港としての役割と能力を発揮
できる。

今後も敦賀港が日本海側の拠点港として発展し続けていくためには、当事業を継続していく必要
がある。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

320,000

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

320,000

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

事業効果

0

区　　　　　　分

0

指標

計 画 の 達 成 状 況

－１－
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